
2021年4月1日

令和6年６月２6日(水)                

埼玉労働局労働基準部健康安全課

課長 川又 裕子

建設業における労働災害防止対策について

令和６年度埼玉建設工事関係者連絡会議



本日の説明内容

１ 労働災害発生状況

２ 第14次労働災害防止計画

３ 建設業における安全衛生対策の推進

４ 熱中症対策



１ 労働災害発生状況
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昭和 平成

※死亡災害報告より作成
（平成23年は東日本大震災を直接の原因とする死亡者を除いた数）

昭和４４年から令和５年（約５５年間）の減少幅
【全産業】6,208人 ⇒ 755人（１／８）
【建設業】2,492人 ⇒ 223人（１／10）

令和

死亡災害発生状況の推移

■建設業の死亡災害は令和５年までの過去50年間で大幅に減少。
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R５ R５

その他

製造業

陸上貨物
運送事業

小売業・社
会福祉施設

死亡者数 休業４日以上の死傷者数

27人 7,110 人7,108人

出典：労働者死傷病報告
出典：死亡災害報告

その他

製造業

建設業

陸上貨物
運送事業

小売業・社
会福祉施設

埼玉 令和５年 業種別労働災害発生状況（確定値）
○ 令和５年１月１日から12月31日までに発生した労働災害について、令和６年４月８日までに報告があったものを集計したもの
○ 埼玉第1４次労働災害防止計画において、令和４年と比較して令和９年までに死亡者数は20％以上の減少、死傷者数は増加傾向に歯止めを
かけ、減少させる。

R4 R４

19人

＋2人(＋0.03％)

林業

-8人(-29.6％)

0.0％

新型コロナウイルス感染症のり患による労働災害発生状況は以下のとおり。（上記グラフの人数には含まれていない。）
（死亡者数）令和４年 ２人、（休業４日以上の死傷者数）令和４年 8,099人、令和５年 1,885人
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・ 休業４日以上の死傷者数は、平成23年まで減少傾向にあったものの、増加に転じた。

・ 死亡者数は、長期的には減少傾向にある。

・ 休業４日以上の死傷者数は、近年、増加傾向にあり、平成23年以降で過去最多となった。

休業４日以上の死傷者数（人）

死
傷
者
数
お
よ
び
死
亡
者
数
（人
）

出典：平成23年までは、労災保険給付データ（労災非適用事業を含む）、労働者死傷病報告、死亡災害報告より作成
平成24年からは、労働者死傷病報告、死亡災害報告より作成

※新型コロナウイルス感染症のり患による労働災害を除いたもの

労働災害による死亡者数、死傷者数の推移 （埼玉）

死亡者数（人）
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転倒

1,738 人

動作の反動、

無理な動作

1,389 人

墜落・転落

881 人

はさまれ・

巻き込まれ

833 人

激突 422 人

切れ・こすれ 389 人

その他

1,458 人

埼玉 令和５年 事故の型別労働災害発生状況（確定値）

休業４日以上の死傷者数死亡者数

出典：労働者死傷病報告出典：死亡災害報告

19人（前年比-29.6%）

交通事故 7人

墜落・転落

4人

激突され 3人

挟まれ・巻き込まれ
1人

飛来、落下
1人

転倒 1人

火災 1人

その他 1人

7,110人（前年比＋0.03%）

新型コロナウイルス感染症のり患による労働災害を除く 7



埼玉県内の労働災害発生状況（建設業）

○ 労働災害で「墜落・転落」が最も多く約31％

（うち骨折などにより約78.9％が休業１ヶ月以上）

○令和５年の墜落・転落による死傷者数は減少

事故の型別労働災害発生原因（令和５年）

墜落・転落31%

はさまれ・巻き

込まれ 15.5%

動作の反動、無

理な動作

11.6%

転倒 9.8%

切れ・こすれ

9.1%

その他

29.1%

墜落・転落災害発生数の推移
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出展：労働者死傷病報告 8



埼玉県内の労働災害発生状況（建設業）

令和５年建設業における死亡災害事例

発生月
事業場
規模

事故
の型

被災者
の年代

概要

2
10人
未満

激突され 50代
板状の部材を束ねた荷を移動式クレーンにて吊降ろしていたとこ
ろ、荷が倒れて玉掛け作業員が下敷きとなったもの。

6
10人
未満

その他 60代 河川敷の除草作業中、スズメバチに刺されたもの。
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令和５年 埼玉県内の労働災害発生状況（建設業）

646件（建設業）の年代別労働災害発生状況
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10代 20代 30代 40代 50代 60代 70代 80歳以上

20代が最多

休業４日以上の死傷者数
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埼玉県内の労働災害発生状況（建設業）

令和６年建設業における死亡災害事例（６月２６日現在）

発生月
事業場
規模

事故
の型

被災者
の年代

概要

1
10人
未満

崩壊・
倒壊

60代
道路（公道）端部に埋設された集積桝の清掃作業後、同桝のふた
を閉じる準備作業を行っていたところ、同僚の運転する車両に轢
かれたもの。

2
10人
未満

激突され 20代
立木の伐倒作業において、自ら伐倒していた立木が裂け、激突さ
れたもの。

2
10人
未満

はさまれ・
巻き込まれ

40代
敷地内の舗装面を均すため、整地用機械を使用していた被災者が、
重機の操作をしながら、重機とともに後進した際に、重機とプ
ラットホームに挟まれたもの。

5
10人
未満

はさまれ・
巻き込まれ

20代
被災者は、元請所有の資材置場において、ドラグショベルを用いて、現場から運ん
できた土を均す作業を行っていたが、同僚が土を下すために資材置場を訪れた際、
ドラグショベル車体後部の左右クローラーの間に意識がない状態で倒れ、右腕がク
ローラーの下敷きになっているのを発見された。

5
10人
未満

墜落・転落 70代
橋脚の工事において、クレーン機能付きドラグショベルを用いて、
材料を吊り上げ、旋回させたところ、台船上から重機ごと川へ転
落したもの。

6
10人
未満

墜落・転落 20代
作業のため、屋根上を歩き移動したところ、高さ約８ｍのガラス
製の天窓を踏み抜き、墜落したもの。災害発生時、被災者は保護
帽及び墜落制止用器具を着用していなかった

6
10人
未満

激突され 20代
伐採作業において、伐木した木が「かかり木」となった。被災者
は、かかられた木の伐木作業を行っていたところ、かかられた木
が被災者のいる方向に倒れてきて下敷きになったもの。

20代が4名死亡
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その他

製造業

陸上貨物
運送事業

第三次産業

死亡災害 休業４日以上の死傷災害

234人
42,703人42,201人

出典：労働者死傷病報告出典：死亡災害報告

その他
（林業等）

製造業

建設業

陸上貨物
運送事業

清掃・と畜業

令和６年労働災害発生状況（令和６年６月速報値）（全国）
※ 令和６年１月１日から令和６年５月31日までに発生した労働災害について、令和６年６月７日までに報告があったものを集計したもの

R5

244人

234人、前年同期比 ▲4.1% 42,703人、前年同期比 ＋1.2%

林業

※新型コロナウイルス感染症へのり患による労働災害を除いたもの。
・

社会福祉施設

小売業

その他の
第三次産業

飲食店

第三次産業
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職場における熱中症の発生状況（推移）（全国）
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 過去10年間の年平均では、死傷者数は約７３０人、死亡者数は約20人
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職場における熱中症の発生状況（推移）（埼玉）
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平成30

年
令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年

死亡 1 1 0 0 4 0

休業４日以上 83 37 56 23 56 50

0
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過去最多！

出典）死亡災害報告、労働者死傷病報告



職場における熱中症の発生状況（業種別）（埼玉）
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陸上貨物運送事業, 

11人, 22%

製造業, 11人, 

22%

建設業, 6人, 

12%

警備業, 3人, 6%

小売業, 2人, 4%

その他, 17人, 

34%

出典）労働者死傷病報告（令和６年１月現在速報値）



２ 第14次労働災害防止計画



 労働安全衛生法第６条の規定に基づき、労働災害を減少させるため
に国、事業者、労働者等の関係者が重点的に取り組むべき事項を定
めた中期計画です。

 「埼玉第14次労働災害防止計画」は国が策定した「第14次労働災害
防止計画」を推進するため、埼玉労働局、管内の事業者、労働者等
が取り組むべき事項を定めた計画です。

計画の構成

社会経済情勢の流れ・働き方の多様化
産業界が抱える安全衛生をめぐる課題の変化

計画が目指
す

社会

安全衛生を取り巻く現状と施策の方向性
・転倒や腰痛などの労働災害の増加
・メンタルヘルス不調の問題
・化学物質等による健康障害防止

８つの重点事項と具体的取組
自発的に安全衛生対策に取り組むための意識啓発

労働者の作業行動に起因する労働災害防止対策の推進

高年齢労働者の労働災害防止対策の推進

多様な働き方への対応や外国人労働者等の労働災害防止対策の推進

業種別の労働災害防止対策の推進

個人事業者等に対する安全衛生対策の推進

労働者の健康確保対策の推進

化学物質等による健康障害防止対策の推進

労働災害防止計画とは

計画が目指す社会

将来

像

１

誰もが安全で健康に働くことができる社会

 事業者、注文者、労働者など関係者が自身の責任を認識する社会
 事業者から提供されるサービスに安全衛生対策に要する経費が含まれることへの理解

が醸成された社会
 安全衛生対策にＶＲ（ヴァーチャル・リアリティ）やＡＩ等を活用できる社会

安全衛生対策に取り組む事業者が評価される社会

 事業者の責務である安全衛生対策を「人件費」から「人的投資」と認識される社会
 安全衛生対策に取り組むことが人材確保等の観点からもプラスとなる理解が醸成され

た社会

誰もが潜在力を十分に発揮できる社会

 事業場の規模、雇用形態や年齢等によらず、どのような働き方においても、安全と健
康が確保されていることを前提として誰もが潜在力を十分に発揮できる社会

将来

像

２

将来

像

３

社会経済情勢の流れ・働き方の多様化

１次 ２次 ３次 ４次 ５次 ６次 ７次 ９次 10次 11次 12次 13次８次 14次

労働災害防止計画の変遷

1947年：労働基準法の制定

 戦後の経済復興にあわせ業界をあ
げた安全運動が活発に

1972年：労働安全衛生法の制定
 産業社会の進展に即応できる労働災

害、職業病防止への対応が課題

2023年：第14次労働災害防止計画
 60歳以上の高年齢労働者の増

加、女性の就業参加の増加に伴
い転倒による労働災害の増加

 メンタルヘルス不調への対応
 テレワークの拡大
 治療と仕事の両立
 化学物質の自立管理への対応

安全衛生を取り巻く現状と施策の方向性

労働災害 健康関係 化学物質等♥
 未だ死亡災害が発生
 転倒などの行動災害の増加
 高齢者の労働災害が増加

等

1961年：
 死亡者6,712人,死傷者81万

人
 技術革新により新たな機械

設備が導入され、労働災害
の大型化、新たな職業病の
発生が問題に

1958年：第１次労働災害防止計画策定

1950年：第１回の労働衛生週間ポスター
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12次 13次防期間11次

 小規模事業場でのメンタルヘ
ルス対策が低調

 過重労働による死亡事案が後
を絶たない状況

 高齢化に伴う健康状態の悪化
 働き方の多様化に伴う産業保

健に対するニーズの変化 等

（出典）労働者死傷病報告

60.9%

52.3%

55.7%

59.5%

58.3%

58.0%

54.2%

53.3%

0%

50%

100%

H24H25H27H28H29H30R２R３

死傷者数の推移

仕事に対し強いストレスのある労働者の割
合

（出典）労働安全衛生調査

 化学物質による労働災害の約
８割が規制対象外の物質で発
生

 令和10年頃、石綿使用建築物
の解体のピークを迎える

 熱中症の労働災害の増加 等

約８割

（出典）平成30年労働者死傷病報告

化学物質による労働災
害

物質名が特定で
きていないも
の,162,39%

ＳＤＳ交付義務
対象外物
質,63,15%

特別規則以外
のＳＤＳ交付
義務対象物
質,114,27%

特別規則対象
物質,77,19%

ダイジェスト版
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 熱中症予防対策の実施を促進するため、暑さ指数計
等の普及、対策の周知・指導

 ｽﾄﾚｽﾁｪｯｸ結果を活用した職場環境の改善の周知
 産業保健総合支援センターを通じたメンタルヘルス

対策の支援 など６つの取組

 過重労働が疑われる事業者への指導の徹底等
 新たに時間外労働の上限規制が適用される者を雇用

する事業者への周知・指導など ４つの取組

 健康経営埼玉推進協議会構成員と連携し、健康保持
増進対策の意義等を経営層に対し意識啓発

 コラボヘルス推進のための取組 など６つの取組

８つの重点事項

自発的に安全衛生対策に
取り組むための意識啓発

作業行動に起因する労働
災害防止対策

高年齢労働者の労働災害
防止対策

多様な働き方への対応等

健
康
確
保
対
策

健
康
障
害

防
止
対
策

労働局等の具体的な取組 アウトプット指標 アウトカム指標

（指標は立てず）

転倒対策の実施率

（指標は立てず）

転倒の年千人率

ハードソフト両面

50％以上

作業の自動化・省力化
年齢層別・男女別 全体

減少へ

減少へ

エイジフレンドリーＧＬの実施率

66.9％以上

60歳代以上の年千人率

増加に歯止め

 埼玉労働局が行う安全衛生施策の積極的な周知
など１３の取組

 健康経営埼玉推進協議会を通じた事業者支援
 理学療法士等と連携し、身体機能の維持改善を支援
 事業者の自発的な取組を引き出すためのナッジ等を

活用した周知 など７つの取組

 上記「作業行動に起因する労働災害防止対策の推
進」の取組のほか、エイジフレンドリーＧＬ（ガイ
ドライン）に基づく取組の周知啓発

 テレワークＧＬや副業・兼業ＧＬの周知
 副業・兼業の労働者向け健康管理ツールの周知
 視聴覚教材の普及 など４つの取組

安全衛生教育の実施率 外国人労働者が

理解できる方法で

外国人労働者の死傷年千人率

腰痛予防対策 腰痛の年千人率

（R4比）増加に歯止め

業
種
別
労
働
災
害
防
止
対
策

陸上貨物運送事業

建設業

製造業

林業

ビルメンテナンス業
廃棄物処理業

小売業
社会福祉施設

 荷役ＧＬに基づく安全対策の実施を陸運事業者、荷
主事業者に対し周知・指導

 リスクアセスメントの普及、墜落・転落措置の徹底
 建設工事関係者連絡会議を通じ、発注者・施工者の

連携した対策を推進 など４つの取組

 機械災害に関するリスクアセスメントの徹底
 食料品製造業における職長教育の徹底
 ﾌｫｰｸﾘﾌﾄ安全運転の徹底・周知

 関係者と連携し伐木等作業の安全ＧＬ等に基づく安
全対策の徹底

 関係者と連携し自主的な安全衛生活動を推進
 墜落・転落災害防止措置等の安全対策の徹底

 埼玉県ＳＡＦＥ協議会の活動を通じ自主的な安全衛
生活動の定着を支援、ノーリフトケアの普及

 安全衛生対策の好事例の水平展開

荷役ＧＬに基づく措置の実施率 死亡者数

-20 ％（R4比）

死傷者数

増加に歯止め
墜落・転落災害に関するリスクアセスメント 死亡者数

-20％（R4比）

機械災害に関するリスクアセスメント 死亡者数

-20％（R4比）

労働災害に関するリスクアセスメント

墜落・転落災害に関するリスクアセスメント

安全衛生活動 ノーリフトケア
４Ｓ・ＫＹ・見える化の実施率 導入事業場割合

計画期間中の累計死亡者数

-25％（H30-R4比）

計画期間中の累計死亡者数

-25％（H30-R4比）

小売業及び社会福祉施設の死傷者数

それぞれ 増加に歯止め

メンタルヘルス

過重労働

健康保持増進

化学物質

熱中症

個人事業者等に対する
安全衛生対策

 請負人や同じ場所で作業を行う労働者以外の人に対
し、事業者が措置すべき健康障害防止措置の周知・
徹底 など２つの取組

（指標は立てず） （指標は立てず）

ﾒﾝﾀﾙﾍﾙｽ対策 仕事に関し強いストレスを抱える者ｽﾄﾚｽﾁｪｯｸ実施割合

80％以上 50％以上

（50人未満）

50％未満（R9まで）

年休取得率 勤務間ｲﾝﾀｰﾊﾞﾙ

70％以上

（R7）

15％以上

週労働時間60時間以上の雇用者割合

5％未満（R7まで）
週労働時間40時間
以上の雇用者のう
ち健康保持増進対策の実施率

健康課題を把握した上での取組
（指標は立てず）

健康障害全般の予防につながり、健康
診断有所見率等が改善することを期待

（R4比）

重
点
事
項
別
の
具
体
的
取
組
と
目
標

 化学物質の自律的管理を推進するための周知
 化学物質管理に係る人材育成・講習機会の充実

ﾗﾍﾞﾙ表示-SDS交付 ﾘｽｸｱｾｽﾒﾝﾄ実施率

80％以上

計画期間中の死傷者数

-5％
巡視による水分・塩分補給、不調者の確認 死傷者数の増加率

※ 石綿、粉じん、騒音、電離放射線による健康障害防止対策はアウトプット指標・アウトカム指標を掲げていないため省略している

※ （前期増加率比） 減少へ

（H30-R4比）

44.7％
（R5） （R9）

34.2％以上24.2％

（R5） （R9）

56.2％（R5） （R9）

61.7％（R5） （R9）71.7％以上

47.9％（R5） （R9） 57.9％

70.6％（R5） （R9）80.6％以上

33.0％（R5） （R9）43.0％以上

ビルメン

70.0％60.0％

（R5） （R9）

56.7％以上46.7％

（R5） （R9）廃棄物

小売業

社会福祉施設

（R5） （R9）

9.0％ 19.0％

7.0％ 17.0％ 34.7％以上24.7％

（R5） （R9）

（R5） （R9）

42.8％
（R5） （R9）

35.3％

56.2％
（R4） （R7）

5.8％
（R4全国）

80.9％（R5） （R9）90.9％以上

（R7）

80％以上

（R5）
ラベル

ＳＤＳ

75.0％

56.3％

（R7）
（R5）

49.6％（R5） （R9）

（ＧＬを把握した上での取組）

（ＧＬを把握した上での取組）

59.6％以上

55.6％（R5） （R9）65.6％以上

ＲＡ

措置 （R9）

80％以上

80％以上

65.8％
未把握
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埼玉第14次労働災害防止計画
重点事項ごとの具体的取組（建設業関係抜粋）

（ア）労働者の協力を得て、事業者が取り組むこと
• 墜落・転落災害に関するリスクアセスメントに取り組むとともに、墜落・

転落により労働者に危険を及ぼすおそれのある箇所への囲い、手すり等の
設置、墜落制止用器具の確実な使用、はしご・脚立等の安全な使用を徹底
する。

（イ）（ア）の達成に向けて埼玉労働局等が取り組むこと
• リスクアセスメントの普及を図るとともに、墜落・転落災害防止措置の徹

底を図る。
• 建設工事関係者連絡会議の活動を通して、発注者及び施工者と連携し、安

全衛生対策の推進を図る。
• 建設業労働災害防止協会埼玉県支部と連携し、自然災害からの復旧・復興

工事における労働災害防止対策の徹底を図る。
• 建設工事従事者の安全及び健康の確保の推進に関する法律（平成28年12月

16日法律第111号）に基づき、国土交通省地方整備局等と緊密な連携の下
に、建設工事従事者の安全及び健康の確保に取り組む。



埼玉第14次労働災害防止計画に定める建設業の目標

【アウトプット指標】墜落・転落災害の防止に関するリスクアセスメントに取り組む事業場
の割合を10％以上増加させる。
【アウトカム指標】死亡者数を令和４年と比較して、令和９年までに20％以上減少させる。

死亡災害

7

2

7

0

1

2

3

4

5

6

7

8

R4 R5 R6 R7 R8 R9

5

20

20％以上減少

令和６年６月７日現在

70.6%

80.6%

70%

72%

74%

76%

78%

80%

82%

R5 R6 R7 R8 R9

令和５年調査

10％以上増加

「墜落・転落災害の防止」に関するリスク

アセスメントに取り組む事業場の割合

目標

目標



３ 建設業における安全衛生対策の推進



１ 足場等からの墜落・転落防止対策
２ はしご・脚立からの墜落・転落防止対策
３ 墜落制止用器具の適切な使用
４ 令和６年能登半島地震等の自然災害の復旧・
復興工事における労働災害防止対策

５ 建設工事の現場等における荷役災害防止対
策
６ 山岳トンネル工事における安全対策
７ 転倒災害の防止
８ 交通労働災害防止対策

９ 建設工事の現場等で交通誘導等に従事する
労働者の安全確保

10 車両系建設機械等を運転中の墜落・転落防
止対策

11 専門工事業者等の安全衛生活動支援事業
12 高年齢労働者等の労働災害の防止
13 外国人労働者に対する労働災害防止対策
14 一人親方等の安全衛生対策
15 伐木等作業の安全対策
16 安全な建設機械の普及
17 建設工事関係者連絡会議の運営等
18 建設職人基本法・基本計画に基づく取組等

令和６年度 建設業における安全衛生対策 【概要】

１．安全確保対策

22

１ 労働安全衛生マネジメントシステムの普及と活用
２ 建設業における安全衛生教育の推進

３．共通的な対策等

（関連通達）
「令和６年度における建設業の安全衛生対策の推
進について（要請）」（R６.3.29付け基安安発0329第６
号、基安労発0329第３号、基安化発0329第３号）

１ 建設業におけるメンタルヘルス対策の推進
２ 熱中症対策
３ じん肺予防対策
４ 騒音障害防止対策
５ 化学物質による健康障害防止対策

６ 石綿健康障害予防対策
７ 危険有害な作業を行う場合の請け負わせる
一人親方等への措置

２．労働衛生対策・化学物質対策



足場からの墜落・転落災害防止対策に係る制度改正

23

一側足場の例 （（一社）仮設工業会より提供）



建設業における安全対策③
はしご等からの墜落・転落防止対策

24



墜落制止用器具の適切な使用

25

●墜落制止用器具の安全な使用に関するガイドライン（平成３０年６月２２日付け基発０６２２第２号）

No メーカー 製品の種類および型番日

1 株式会社データコンプレッションズ フルハーネス・HS2201-SA1（株式会社データコンプレッションズ）
ランヤード・HS2201-SA1（株式会社データコンプレッションズ）

2 株式会社正真 フルハーネス・型番無し（株式会社正真）
ランヤード・型番無し（株式会社正真）

3 株式会社ＴＯＷＡ ランヤード・TWNHLY150A（Lot.T2301に限る。）（株式会社ＴＯＷＡ）

4 合同会社ログソルＪＡＰＡＮ ランヤード・LOG-H1 01（合同会社ログソルＪＡＰＡＮ）

5 株式会社ＮＴＲ ランヤード・KB02（株式会社コンプリート）
ランヤード・EJP21（光円電工）
ランヤード・型番無し（XBEN）
ランヤード・KB02（QAZKOKO）
胴ベルト型・TB-KD-18（光円電工）
胴ベルト型・GJ-HSC-01（光円電工）

6 IIWOJ ランヤード・TW-WJ-06（IIWOJ）

7 Shandong Guangjia Rope Net Co.,LTD. 胴ベルト型・TB-KD-14（光円電工）
胴ベルト型・TB-WJ-02（IIWOJ）
胴ベルト型・型番無し（FODME）

規格で定める要件を満たしていないことが判明した墜落制止用器具

厚生労働省は、高所作業等の際に使用が義務付けられている墜落制止用器具（安全帯）の安全性を確認するため、国内で販売されている製品の
構造、性能、強度等の試験を行う買取試験を実施しています。
令和５年度の買取試験の結果、一部製品に墜落制止用器具の規格（以下「規格」）で定める構造、性能、強度等の要件を満たしていないものが

確認されました。規格で定める要件を満たしていない製品が使用された場合には、労働災害等の発生につながるおそれがあることから、厚生労働
省では、販売者に対して当該製品の回収を要請するとともに、使用を中止するよう広く注意喚起するため、ウェブサイトでその事実を公表してい
ます。

これらの規格で定める要件を満たしていない製品は、労働安全衛生法の規定により、高所作業等の際に使用する墜落制止用器具とし
て製造、販売、使用が禁止されています。厚生労働省では、メーカー、ユーザー、販売業者の関係団体に対し、注意喚起の通達を発
出し、高所作業等を行う場合は規格に適合した墜落制止用器具を使用するよう呼びかけています。



石綿障害予防規則等の改正のポイント

（令和２年７月公布※令和５年１月公布反映版）

26※１ 解体部分の床面積が80m2以上の建築物の解体工事、請負金額が100万円以上の建築物の改修工事及び特定の工作物の解体・改修工事
※２ 石綿含有けい酸カルシウム板１種（天井、耐火間仕切壁等に使用）：レベル１・２ほどの飛散性はないが他のレベル３より飛散性が高い

改正前 改正後 ※下線部分が改正内容

レベル１

石綿含有吹付け材

レベル１

石綿含有吹付け材

レベル２

石綿含有保温材、

耐火被覆材、断熱材 レベル２

石綿含有保温材、

耐火被覆材、断熱材

レベル３
スレート、Pタイル、
けい酸カルシウム板1種等
その他石綿含有建材

けい酸カルシウム板

1種※２（破砕時）

（令和２年10月施行）

仕上げ塗材（電動工

具での除去時）

（令和３年４月施行）

レベル３

スレート、Pタイル等

その他石綿含有建材

・情報提供・事前調
査結果を踏まえた費
用等の配慮（発注者）
（令和３年４月施行）

・事前調査
※調査方法を明確化
（令和３年４月施行）

・資格者による調査
（令和５年10月施行※工作物の事
前調査は令和８年１月施行）

・調査結果の３年保存

、現場への備え付け
（令和３年４月施行）

・作業計画

・作業状況等の写真
等による記録・３年
保存
（令和３年４月施行）

・掲示

・湿潤な状態にする

・マスク等着用

・作業主任者の選任

・作業者に対する特
別教育

・健康診断

負圧隔離

集じん・排気
装置の初回時、
変更時点検
（令和３年４月施行）

作業開始前、
中断時の負圧
点検
（令和３年４月施行）

隔離解除前の
取り残し確認
（令和３年４月施行）

等

計
画
届
（
レ
ベ
ル
２
も
計
画
届
）※

十
四
日
前

（
令
和
３
年
４
月
施
行
）

隔離
※負圧は不要

けい酸カルシウム板1種※２

(破砕時)(令和２年10月施行)

仕上げ塗材(電動工具での

除去時)(令和３年４月施行)

事
前
調
査
結
果
等
の
報
告
（
一
定
規
模
以
上
の
工
事※

１

が
対
象
）
（
令
和
４
年
４
月
施
行
）

情報提供・費
用等の配慮
（発注者）

事前調査

作業計画

掲示

湿潤な状態に
する

マスク等着用

作業主任者の
選任

作業者に対す
る特別教育

健康診断

負圧隔離

集じん・排気
装置の初回時
点検

作業開始前の
負圧点検

等

計
画
届※

十
四
日
前

作
業
届※

工
事
開
始
前



■一定規模以上の建築物、船舶、特定の工作物の解体・改修工事は、事前調査結果等を

電子システム（スマホも可）で報告することを義務付け（書面による報告も可）

建築物の解体工事等の開始前の労働基準監督署への報告
（令和４年４月１日施行）

① 解体部分の床面積が80㎡以上の建築物の解体工事

※建築物の解体工事とは、建築物の壁、柱および床を同時に撤去する工事をいう

② 請負金額が100万円以上の建築物の改修工事

※建築物の改修工事とは、建築物に現存する材料に何らかの変更を加える工事であって、建築物の解体工事以外のものをいう

※請負金額は、材料費も含めた工事全体の請負金額をいう

③ 請負金額が100万円以上の以下の工作物の解体工事・改修工事

・反応槽、加熱炉、ボイラー、圧力容器

・配管設備（建築物に設ける給水・排水・換気・暖房・冷房・排煙設備等を除く）

・焼却設備

・煙突（建築物に設ける排煙設備等を除く）

・貯蔵設備（穀物を貯蔵するための設備を除く）

・発電設備（太陽光発電設備・風力発電設備を除く）

・変電設備、配電設備、送電設備（ケーブルを含む）

・トンネルの天井板

・プラットホームの上家、鉄道の駅の地下式構造部分の壁・天井板

・遮音壁、軽量盛土保護パネル

④ 総トン数が20トン以上の船舶（鋼製に限る。以下同じ。）の解体工事・改修工事

◆報告が必要な工事
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４ 熱中症対策



３ ＳＴＯＰ！熱中症クールワークキャンペーン
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 職場のWBGT値の把握、作業管理、作業環境管理、労働者の健康管理等の熱中症予防対策をリー
フレット等にまとめ、「STOP!熱中症 クールワークキャンペーン」（５月１日から９月30日）
のキャンペーン期間及び準備期間に、事業者や労働者に対し周知。

 都道府県労働局及び労働基準監督署をでは、事業者に対する指導等を実施。
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４ 職場における熱中症予防対策

・職場における熱中症予防対策をまとめたポータルサイトの整備を実施するとともに、熱中症予防

対策の啓発を実施。

・場所を問わずアクセスして学べるeラーニングコンテンツを拡充。

ポータルサイトURL： https://neccyusho.mhlw.go.jp/

・「働く人の今すぐ使える熱中症ガイド」を掲載 QRコードはこちら
です

熱中症予防啓発キャラクター

チューイ カン吉



職場における熱中症予防対策

新たに熱中症予防のチェックリストを作成しました（令和６年６月28日以降埼玉労働局のホームページに掲載しまの
でダウンロードして使用してください）。
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・熱中症予防のため、体調を万全
にし体調をチェックしていくことが大
切です。

・体調管理は自己責任で本人任せ
にするのではなく、管理者のチェッ
クも重要です。

・万が一発生した時に備え応急手
当の方法も確認しておきましょう。



職場における熱中症予防対策
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熱中症が発生した場合の対処方法を事前に確認しておきましょう。初動が大切です。



働く世代の健康づくり推進に向けた包括連携協定の概要

働く世代の健康づくり推進

 熱中症対策、女性特有の健康課題解決、健康経

営、食生活等の健康づくりに関する情報の発信

 事業者に対するセミナーの実施 等

働く世代の健康づくり推進に向けた各者のこれまでの取組

大塚製薬

 労働安全衛生法令及び各種指針※に基づく健康保持

増進対策の実施等に関する事業場への指導

 労働者の健康保持増進に関する説明会等の実施

 健康経営埼玉推進協議会を通じた健康経営の推進

埼玉労働局

包括連携協定締結後の取組予定

１ 働く世代の健康保持増進に関すること ２ 健康経営の普及・促進に関すること

３ 熱中症対策に関すること ４ 女性特有の健康課題への対応に関すること

５ 食生活の改善の促進に関すること ６ その他，前条の目的の達成に資すること

連携項目

● 連携項目に関する情報発信（連名でのリーフレット（参考例：別紙１）の作成・各者のネットワークを通

じた配布等）

● 連携項目に関する啓発・教育（各者が実施するセミナー、説明会等への協力（参考例：別紙２））等

取組内容（予定）

33



C o o l Wo r k S A I TA M Aのロゴを使って熱中症予防を呼びかけましょう
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